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国民年金未納者数が、平成１５年度末で４４５万人に

達し、平成１３年からの２年間で１２０万人近くの増加

となったことが発表されました。自営業者の人達が加入

する国民年金は、保険料を自分で納めなければならず、

給料から天引きされるサラリーマンや公務員などに比

べて未納が起こりやすい状況にあります。社会保険庁で

は、これまで３年ごとに未納者数を公表してきました

が、今後は毎年公表する方針を固めました。 

このような未納問題および少子高齢化が急速に進行

する中で、将来にわたり「維持可能」で「安心」な年金

制度とするための改正が進められています。 

◆国民年金保険料の引き上げ 

現在の国民年金保険料１３,３００円が、毎年２８０円

ずつ引き上げられ、平成２９年度以降には月額１６,９０

０円で固定されることになります。 

国民年金保険料は口座振替にすることができます。ま

た、１年分を前納すると、現金払いよりも５３０円の割

引があります。 

◆第３号被保険者の救済 

第２号被保険者との結婚により被扶養配偶者となっ

た場合、第３号被保険者となります。平成１５年３月ま

では、本人が市区町村の国民年金課で手続きをする必要

がありましたが、手続きを忘れていた場合は未納扱いと

なり、遅れて手続きをした場合でも、過去２年分までし

かさかのぼることができませんでした。 

しかし、今回の改正により、住所地の社会保険事務所

に届出を行えば、過去２年以前の期間についても第３号

被保険者期間として取り扱うことができるようになり

ました。 

◆在職老齢厚生年金の一律２割カットの廃止 

今までの制度では、60 歳を超えて年金を受給しなが

ら就労している場合、６０歳台前半の方は、年金額の

２割が自動的にカットされていました。高齢者の就労

意欲を阻害する要因として議論されてきましたが、今

回の改正により、一律２割カットが廃止され、年金額

と賃金の額に応じた支給停止のみとする仕組みに変

更されることになりました。 

◆納付猶予制度の新設 

現行の免除制度では、低所得者の若者が所得の高い

親と同居している場合等は、保険料免除の対象にはな

りませんでしたが、今回の改正により、本人および配

偶者の前年の所得が一定以下であれば、申請を行うこ

とで保険料の納付を猶予することができるようにな

り、１０年以内であれば猶予した保険料を追納するこ

とができるようになりました。ただし、あくまで猶予

であるため、年金の受給資格期間には算入されます

が、年金額の計算には反映されません。 

 

高年齢者高年齢者高年齢者高年齢者のののの賃金設定賃金設定賃金設定賃金設定                                                

 

改正高年齢者雇用安定法によると、企業が労働者を 60

歳以降も継続して雇用するには、①定年を引き上げる

か、②定年を廃止するか、③再雇用するか、の３つの

方法が考えられます。大半の企業が再雇用制度を導入

すると見られているのは、退職後に改めて雇用契約を

結ぶことで賃金を下げられるからです。 
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 ６０歳以降も働いた場合、高年齢雇用継続給付が支給さ

れるケースが多くなります。同給付金は６０歳以降の賃金

が６０歳時に比べて７５％未満に減った場合、賃金額の減

少率に応じて支給されるというものです。 

 ６０歳から受け取る厚生年金は、在職老齢年金という仕

組みで賃金に応じて減額されますが、高年齢雇用継続給付

の額によっても減額されます。また、前項にも記述した通

り２００５年４月からは、在職老齢年金の仕組みが変わり

ます。変更前は、６０歳台前半で働いていると年金は必ず

２割以上減額されていたのですが、変更後は、賞与を含め

た月給と１カ月分の年金の合計が２８万円以下ならカッ

トされないことになります。 

 社員の年金がカットされないように、賃金を月１５～２

０万円に設定する動きが広がりそうです。賃金と年金の合

計が月２８万円とすれば、年収３３６万円となり、高年齢

雇用継続給付を加えると、４００万円弱になります。 

失業給付から企業を対象とした雇用安定事業、そして雇

用継続給付と、雇用保険事業は拡大してきました。長期化

する景気低迷で、雇用保険財政も悪化しているのです。 

 一連の改正は、高齢者の就業意欲を損ねず、かつ公的年

金財政収支を悪化させないためのギリギリの選択ではな

いでしょうか。高齢者の賃金を、意欲や能力にかかわらず

低賃金に抑制しかねないという問題は残りますが。 

茨木商工会議所６５歳継続雇用達成事業で行ったアン

ケートでも、高齢者（６０歳～６５歳）を継続雇用する上

で改善した点は、「賃金体系」が３１％、「適正配置」が１

７％です。改善点において一番苦労した点は、やはり「賃

金体系」が４２％、「就業規則」が１４％となっていまし

た。 

 この結果からもわかるように、賃金体系の見直し・賃

金額の設定が、雇用継続における企業の課題となっていま

す。社会保険労務士などの働きが期待されていると思いま

す。 
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１日 

○労働保険の年度更新手続の開始（５月 20 日まで）

[労働基準監督署] 

10 日 

○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付[郵便局

または銀行] 

○雇用保険被保険者資格取得届の提出（前月以降に

採用した労働者がいる場合）[公共職業安定所] 

○労働保険一括有期事業開始届の提出（前月以降に

一括有期事業を開始している場合）[労働基準監督署]

15 日 

○給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出（４

月１日現在）[市区町村] 

30 日 

○公益法人等の道府県民税・市町村民税均等割申

告・納付[都道府県・市区町村] 

○固定資産税（都市計画税）の納付（第 1 期分）[郵

便局または銀行] 

○最低賃金適用報告（４月１日現在の状況）の提出

[労働基準監督署] 

○軽自動車税の納付[市区町村] 

○預金管理状況報告の提出[労働基準監督署] 

○労働者死傷病報告の提出（休業４日未満、１～３

月分）[労働基準監督署] 

○健保・厚年保険料の納付[郵便局または銀行] 

○日雇健保印紙保険料受払報告書の提出[社会保険

事務所] 

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出[公共職業安定所] 

○健保・厚生保険料の納付【郵便局または銀行】 

○日雇健保印紙保険料受払報告書の提出【社会保険

事務所】 

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出【公共職業安定所】 

～坂田からひとこと～ 

４月は法律改正等に伴い、給与に係る変更もあ

ります。給与処理される際はお忘れにならないよ

うご留意下さい。（雇用保険料率、介護保険料率）


